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１．研究計画の概要（達成目標） 
（１）自治体知財政策に関する法と経済学的
分析 
 国ではなく地方自治体が、各政策を通じて
市場に介入し、公的資金投入等を行うことの
根拠及び妥当性を、実態調査を踏まえて検証
する。 
 
（２）都市型知財インキュベータにおける集
積のメリットの分析 
 大都市都心部や地方都市の中心市街地で
は、様々な都市の集積メリットが、インキュ
ベータとして都市型知財の生産性向上に寄
与していると考えられる。しかしながら、こ
れら様々な集積のメリットのどの要因が、ど
のタイプの都市型知財生産に寄与している
かは解明されていない。このため、これら地
区での都市型知財生産に関する実態データ
を収集し、業態別のオフィス賃料関数の推計
を通じて、生産性向上に対する集積メリット
各要因の寄与分を分析する。 
 
（３）知財を担う人材育成のための公的助成
の効果分析 
 技術・研究開発を促し、また担う人材を育
成するための公的助成には、その対象に応じ
て、政府による直接供給（ex.国公立学校）
や、機関補助（ex.私学助成）、プロジェクト
補助（ex.科研費）、個人補助（ex.職業訓練）
等を通じて行われているが、どのような補助
方式が費用対効果（B/C）から有効か、国と
地方との間でどのように費用分担すること
が適切か、明らかにされていない。 
 このため、公金の投入方法及び政府による

費用負担率に応じた人材育成効果を分析す
る。 
 
（４）知財政策の法制度設計 
 以上の成果を踏まえ、自治体知財政策の改
善課題をとりまとめるとともに、法制度改善
課題を摘出する。 
 
 
２．研究の進捗状況（達成結果） 
（１）自治体知財政策の分析 

①地方公共団体における流通チャネル整備等

、地域団体登録商品を活用した地域ブランド

戦略等についての事例調査を行うとともに、

商品の生産・流通に関する実態データを収集

・分析した。この結果、例えば東京中央卸売

市場における和牛取扱量（2006年度）は、地

域団体商標登録県では重量、金額とも12％増

を示したが、その他都道府県では、重量2.5

％増、価格1.8％増に留まっていることが明ら

かになった。 

②都道府県における植物新品種の開発及び育

成県提供施策の実態データを収集分析した。 

 

（２）地方都市における高密度集積による地

場産業振興効果の分析 

再開発事業等によって高度集積が図られた

場合の地場産業集積効果について事例収集す

るとともに、事業制度の改善が図られた場合

、その効果は42％増進することを検証した。 

 

（３）自治体知財政策に関する法と経済学的

分析 
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 国ではなく地方自治体が、１、２の各政策

を通じて市場に介入し、公的資金投入等を行

うことの根拠及び妥当性を実態調査を踏まえ

て検証した。 

 

（４）知財政策の法制度設計 

 以上の成果を踏まえ、自治体知財政策の改

善課題をとりまとめるとともに、法制度改善

課題を摘出した。 
 
 
３．現在までの達成度(達成目標・達成結果
の比較） 
②おおむね順調に進展している 
相互の適切な役割分担のもと、効果的研究体
制が構築されてきたため。 
 
 
４．今後の研究の推進方策(目標達成に向け
た今後の手段) 
政策効果の分析結果について体系的な整理
を行うとともに、法制度提案を行う。 
 
 
５. 代表的な研究成果 

（下線は、研究代表者、研究分担者又は
連携研究者） 
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